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＜ＳＮＡ基準改定関連＞ 

（１） 国民経済計算の次回基準改定について

＜ＱＥ関連＞ 

（２） 生産面の四半期別ＧＤＰ速報等の検討状況について

＜ＳＮＡ年次推計関連＞ 

（３） 生産・支出・分配の三面の整合性等に関する研究開発

（４） 国民経済計算の改定状況の検証及び一次統計の活用方法の改善余地等

に関する検討

配布資料 

資料１  国民経済計算の次回基準改定について（リース、建設業） 

資料２  生産側ＱＮＡについて 

資料３  生産・支出・分配の三面の整合性に関する研究会につい 

 て 

資料４－１  国民経済計算の改定状況の検証及び一次統計の活用方

法の改善余地等に関する検討経緯等 

資料４－２  ＪＳＮＡ年次推計における改定幅上位品目に係る検討 

～サービス用機器（パチンコ、スロットマシン）～ 

資料４－３   ＳＮＡ第一次年次推計から第二次年次推計への改定差

縮小に向けた検討―そう菜・すし・弁当― 

資料４－３の参考 トレンド推計の改善に向けた検討

資料４－４  経済産業省生産動態統計と工業統計について 

令和元年６月ＳＮＡ部会後の補足説明（半導体製造装

置の「ウェーハプロセス用処理装置」部分） 

参考   国民経済計算体系的整備部会における当面の審議予定

（第19回国民経済計算体系的整備部会資料 参考に一

部加筆） 
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2013 Reserve Bank of Australia
GDP GDP P 0.33 pt
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James Bishop, Troy Gill and David Lancaster(2013),“GDP Revisions: Measurement and Implications” Reserve Bank of Australia.
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1

生産・支出・分配の三面の整合性に関する研究会について 

令 和 ２ 年 ３ 月 1 7 日 

内閣府経済社会総合研究所 

国 民 経 済 計 算 部 

１．研究会の概要 

● ①生産・支出・分配の三面の調整手法に関する整理、②分配側各推計項目

の精度向上、を目的として有識者に御参加いただき、来年度５回程度研究会

を開催し、年度末に報告書を取りまとめ。委託調査を利用予定。

● 現時点では、各回について、以下の様な内容を検討することを予定。

第１回 検討すべき課題の整理、三面の調整手法に関する整理 

（諸外国における三面等価関係・三面の調整手法の整理等） 

第２回 営業余剰・混合所得推計について 

（推計手法の課題整理、企業会計の概念差の整理等） 

第３回 雇用者報酬推計について 

（推計手法の課題整理、税務情報の利用可能性の検討等） 

第４回 財産所得推計について 

（推計手法の課題整理、マーケットデータの利用可能性の検討等） 

第５回 今後の検討の方向性の整理 

※委託業者の決定を経て、第１回の研究会は６月目途の開催を予定。

２．研究会の構成員について  

● 今後、座長も含め、具体的な人選を進めてまいりたい。研究会の構成員と

しては、マクロ経済学・統計学の専門家に加え、労働経済学の専門家や企業

会計の専門家等に議論に関わっていただくことを検討。

（以 上） 

資料３ 
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資料４－１ 

令和２年３月 17日 

統計委員会担当室 

国民経済計算の改定状況の検証及び一次統計の活用方法の 

改善余地等に関する検討経緯等 

１．基本計画の課題 

P44 ＱＥ及び年次推計の精度向上には、一次統計から国民経済計算の推計にお

けるそれぞれの段階（ＱＥ、年次推計）において提供するデータの差異を縮小する

ことが重要である。このため、平成27年度（2015年度）以降の第一次年次推計から

第二次年次推計への改定状況等を踏まえた検証を行う。当該検証結果を踏まえた

上で、国民経済計算に活用される一次統計（「経済産業省生産動態統計」、「サー

ビス産業動向調査」等）及びその活用方法の改善余地について、一次統計を所管

する関係府省と内閣府とが一体となり検討を進め、基本的な方策を取りまとめる。 

２．これまでの検討状況（詳細は別紙） 

 財に関しては改定差の大きい上位10品目を特定済み（改定差がGDPの約0.03%

以上の品目）。

 サービスに関しては令和２年央までに検証予定（次回部会で審議予定）。

【前回審議（令和元年６月
．．．．．．

）時点の対応状況等】 

対応方針確定・対応中 対応方針の大枠確定・検証中 対応方針未定・検討中 

d.携帯電話機

j.建設・鉱山機械

h.半導体製造装置注

b.清涼飲料

c.民生用エアコンディショナ

e.肉加工品

f.鋼船

g.電気照明器具

a.そう菜・すし・弁当

i.サービス用機器

注：精査の結果を報告 

３．本日の審議内容 

 「対応方針未定
．．

・検証中」の２品目の検討状況、調査における対象事業所・調査

範囲を精査した「半導体製造装置」の結果に関して御報告したい。 

 「サービス用機器」のうちパチンコ・スロットマシンに関しては、諮問128号の

答申『経済産業省生産動態統計調査の変更について』において「内閣府にお

ける検討・検証の結果、推計による対応が困難と判明した場合、本調査の調

査対象品目の追加に向けた実査可能性を検討し、可能な限り早期に結論を

得ること」とされている。

 「対応方針の大枠確定・検証中」の５品目に関しては次回部会で審議予定。

 なお、統計委員会担当室より時系列データによる推計の一般的な改善法も提案。
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別紙 

改定差の大きい財の上位10品目（寄与度順）と令和元年６月時点の対応状況等 

【家計最終消費支出】 

対応府省 令和元年６月の対応状況、検証・検討の方向性 

a.そう菜・すし・弁当 担当室 第一次年次推計の工夫（主に製造小売）を検討 

b.清涼飲料 担当室→

内閣府 

担当室提案「工業統計を用いる第二次年次推計

を見直し（基準年＜業界統計等を利用＞に揃え

る）」ことの可能性を検証 

c.民生用エアコンディショナ 内閣府 生動を用いる第一次年次推計を見直し 

d.携帯電話機 経産省 
工業統計における誤報告（調査範囲の相違）の訂

正により対応 

e.肉加工品 担当室→

内閣府 

担当室提案「工業統計を用いる第二次年次推計

を見直し（基準年＜業界統計等を利用＞に揃え

る）」ことの可能性を検証 

【総固定資本形成】 

現時点の 

対応府省 
令和元年６月の対応状況、検証・検討の方向性 

f.鋼船 担当室→

内閣府 

担当室提案「工業統計を用いる第二次年次推計

を見直し（基準年＜造船造機統計を利用＞に揃え

る）」ことの可能性を検証 

g.電気照明器具 内閣府 生動を用いる第一次年次推計を見直し 

h.半導体製造装置 経産省 
工業統計と生動の対象事業所・調査範囲の一致

を精査 

i.サービス用機器 内閣府 関係機関から基礎データの提供を受け、試算中 

j.建設・鉱山機械 経産省 
工業統計と生動の対象事業所・調査範囲の一致を

確認、実査の中で両統計の連携を図ることで対応 

注：サービス用機器の中で改定差の主因となっているのはパチンコ・スロットマシン 

対応方針確定・対応中 

対応方針の大枠確定・検証中 

対応方針未定・検討中 
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資料４－３の参考 

令和２年３月 17 日 

総務省統計委員会担当室 

 

トレンド推計の改善に向けた検討 

１．はじめに 

ＳＮＡ第一次年次推計では、基礎統計が得られない場合に、t 年の値を推計するにあたっ

て、前年の伸び率（t-2 年から t-1 年にかけての伸び率）を用いて t-1 年の水準を外挿すると

いう手法が用いられている。この手法は「トレンド推計」と呼ばれているが、単年の振れを

含むため、必ずしも一般的な意味での“トレンド”を推計しているわけではない。本稿では、

より滑らかなトレンドを推計して外挿することでサンプル外予測を改善できる可能性があ

ることを示す。 

 

２．代替的手法 

𝑦𝑦𝑡𝑡は対象となる時系列データの𝑡𝑡時点の観測値、𝑦𝑦�𝑡𝑡+1|𝑡𝑡は𝑡𝑡時点までの情報に基づく𝑡𝑡 + 1時

点の予測値を指す。 

 

前年の伸び率 
𝑦𝑦�𝑡𝑡+1|𝑡𝑡 = 𝑦𝑦𝑡𝑡 . 

過去２年の平均伸び率 

𝑦𝑦�𝑡𝑡+1|𝑡𝑡 =
1
2

(𝑦𝑦𝑡𝑡 + 𝑦𝑦𝑡𝑡−1). 

HP フィルタ 

Hodrick-Prescott filter (Hodrik and Prescott, 1997)（以下、HP フィルタ）はマクロ経済学にお

いて、トレンドとサイクル（＋ノイズ）を分解する手法として広く用いられている 1。次の

最適化問題を解くことにより、観測値{𝑦𝑦𝑡𝑡}𝑡𝑡=1𝑇𝑇 からトレンド{𝑥𝑥𝑡𝑡}𝑡𝑡=1𝑇𝑇 を推計する。 

min
{𝑥𝑥𝑡𝑡}𝑡𝑡=1𝑇𝑇

�(𝑦𝑦𝑡𝑡 − 𝑥𝑥𝑡𝑡)2 + 𝜆𝜆
𝑇𝑇

𝑡𝑡=1

�(Δ2𝑥𝑥𝑡𝑡)2
𝑇𝑇

𝑡𝑡=3

. 

𝜆𝜆はトレンドの滑らかさをコントロールする係数、Δ𝑟𝑟は r 次の差分演算子である。マクロ経

済学では Hodrik and Prescott (1997)による two-sided の定式化を用いることが多いが、ここで

は Stock and Watson (1999)に倣って one-sided で定義している。平滑化計数𝜆𝜆を所与とすると、

解析的に観測値𝒚𝒚 = (𝑦𝑦1, … , 𝑦𝑦𝑇𝑇)′からトレンド𝒙𝒙 = (𝑥𝑥1, … , 𝑥𝑥𝑇𝑇)′を求めることができる。 

𝒙𝒙� = (𝑰𝑰𝑻𝑻 + 𝜆𝜆𝑫𝑫′𝑫𝑫)−1y, 
𝑦𝑦�𝑡𝑡+1|𝑡𝑡 = 𝑥𝑥�𝑡𝑡 . 

1 他にも、HP フィルタのベイズ推計(Trimbur, 2006)、𝑙𝑙1フィルタ(Kim, et al., 2009; Tibshirani, 2014)、
Dynamic Shrinkage Process (Kowal et al, 2019)などが選択肢として考えられるが、いずれも実装が難しいた

め、ここでは検討しない。 
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𝑫𝑫は２階の差分行列、𝑰𝑰𝑻𝑻は T 次元の単位行列である。この方法でトレンド{𝑥𝑥𝑡𝑡}𝑡𝑡=1𝑇𝑇 を求める

ことは、次のような状態空間モデルにカルマンフィルタを適用することに相当する。 

𝑦𝑦𝑡𝑡 = 𝑥𝑥𝑡𝑡 + 𝑒𝑒𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑡𝑡 = 2𝑥𝑥𝑡𝑡−1 − 𝑥𝑥𝑡𝑡−2 + 𝑣𝑣𝑡𝑡 . 

𝑒𝑒𝑡𝑡 ,𝑣𝑣𝑡𝑡は平均ゼロ、標準偏差𝜎𝜎𝑒𝑒 ,𝜎𝜎𝑣𝑣でそれぞれ独立に分布するとき、λ = 𝜎𝜎𝑒𝑒/𝜎𝜎𝑣𝑣はシグナルノイ

ズ比の逆数と解釈できる。 

年次データでは、Ravn and Uhlig (2002)に倣って、λ = 6.25と設定することが多い 2。λを最

尤法により推計することも考えられるが、極端に小さい値を選んでしまう傾向があるため、

適当でない 3。代替策としては、Hurvich et al. (1998)による修正赤池情報量基準(AICc)を最小

にするようなλを用いることが考えられる。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴(𝜆𝜆) = �(𝑦𝑦𝑡𝑡 − 𝑥𝑥𝑡𝑡)2 + 2𝛿𝛿 +
2𝛿𝛿(𝛿𝛿 + 1)
𝑇𝑇 − 𝛿𝛿 − 1

,
𝑇𝑇

𝑡𝑡=1

  δ = trace{(𝑰𝑰𝑻𝑻 + 𝜆𝜆𝑫𝑫′𝑫𝑫)−1}. 

AICc はノンパラメトリック回帰モデルの平滑化係数を決めるために提案されたものである

が、HP フィルタは多項式スプラインの特殊ケースと解釈できるため 4、同様の正当化が可

能である。 

 

３．実データを用いた比較 

前述のトレンド推計の方法を「工業統計」（経済産業省）の食料品の品目別出荷額のサン

プル外予測に適用し、相対的な予測力を評価する。1998 年～2016 年のデータから伸び率（対

数階差）の系列を作成し、トレンドの外挿により１期先の伸び率をサンプル外予測する。品

目の分割・統合がなく、一貫した系列が入手できる 101 系列を用いる 5。比較する手法は、

①前年の伸び率、②過去２年の伸び率平均、③HP フィルタ（λ = 6.25で固定）、④HP フィ

ルタ（AICc によりλを選択）の４つである。データの使い方として、①トレーニングサンプ

ルを 10 年から順に増やす、②10 年のローリングサンプルをトレーニングサンプルとして用

いる、という２つのケースを検討する。MSE（平均２乗誤差）と MAE（平均絶対誤差）に

より予測精度を評価する。 

検証結果を表１～４にまとめている。表１と表２はそう菜および比較的近い食品の４品

目に関する結果の例示、表３と表４は 101 系列全ての結果を整理したものである。前年の伸

び率を用いたトレンド推計よりも、他の３つの方法の方がより良い予測を得られる傾向が

みられる。とりわけ、AICc により平滑化係数を選択する方法がとりわけ良好なパフォーマ

ンスを示しており、トレンド推計の代替的手法として有望な選択肢となりうるのではない

か。 

 

以  上  

2 この選択の正当化については、de Jong and Sakarya (2016)も参照。 
3 Nelson and Plosser (1982); Hamilton (2018)を参照。 
4 Paige and Trindade (2010)を参照。 
5 すし・弁当は 1998 年以前がおにぎりと統合されているため対象から外した。 
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表１ 予測力評価の例（ケース①：サンプルを順に増やす） 

品目 評価 
前年の 

伸び率 

過去 2 年の 

伸び率平均 

HP フィルタ 

（固定） 

HP フィルタ

（AICc） 

そう菜 MAE 1.000 0.756 0.758 0.642 

 MSE 1.000 0.612 0.553 0.460 

調理パン、サンドウィッチ MAE 1.000 0.711 0.761 0.670 

 MSE 1.000 0.621 0.689 0.571 

レトルト食品 MAE 1.000 0.832 0.792 0.791 

 MSE 1.000 0.941 0.860 0.726 

冷凍調理食品 MAE 1.000 0.769 0.853 0.737 

 MSE 1.000 0.660 0.694 0.512 

（注）MAE/MSE は前年の伸び率による方法の値で正規化している。太字は最もパフォーマ

ンスが良い方法であることを示す。 

 

表２ 予測力評価の例（ケース②：ローリングサンプル） 

品目 評価 
前年の 

伸び率 

過去 2 年の 

伸び率平均 

HP フィルタ 

（固定） 

HP フィルタ

（AICc） 

そう菜 MAE 1.000 0.756 0.758 0.632 

 MSE 1.000 0.612 0.554 0.427 

調理パン、サンドウィッチ MAE 1.000 0.711 0.762 0.669 

 MSE 1.000 0.621 0.691 0.579 

レトルト食品 MAE 1.000 0.832 0.794 0.761 

 MSE 1.000 0.941 0.862 0.836 

冷凍調理食品 MAE 1.000 0.769 0.855 0.747 

 MSE 1.000 0.660 0.698 0.491 

（注）MAE/MSE は前年の伸び率による方法の値で正規化している。太字は最もパフォーマ

ンスが良い方法であることを示す。 
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表３ 予測力の評価（ケース①：サンプルを順に増やす） 

 前年の 

伸び率 

過去 2 年の 

伸び率平均 

HP フィルタ 

（固定） 

HP フィルタ

（AICc） 

相対 MAE の平均 1.000 0.851 0.849 0.778 

相対 MSE の平均 1.000 0.719 0.728 0.598 

MAE に基づく平均順位 3.71 2.40 2.43 1.47 

MSE に基づく平均順位 3.82 2.39 2.53 1.26 

（注）太字は最もパフォーマンスが良い方法であることを示す。 

 

表４ 予測力の評価（ケース②：ローリングサンプル） 

 前年の 

伸び率 

過去 2 年の 

伸び率平均 

HP フィルタ 

（固定） 

HP フィルタ

（AICc） 

相対 MAE の平均 1.000 0.851 0.850 0.781 

相対 MSE の平均 1.000 0.719 0.728 0.614 

MAE に基づく平均順位 3.70 2.37 2.39 1.54 

MSE に基づく平均順位 3.80 2.34 2.57 1.29 

（注）太字は最もパフォーマンスが良い方法であることを示す。 
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